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民主とっとり要望項目一覧 

令和７年度９月補正分 

要望項目 左に対する対応方針等 

１ 猛暑対策について 
（１）命に危険が及ぶような災害級の猛暑の中、小中高校の児童・生徒

の運動クラブ、部活動、小学生の地域任意クラブ合同の活動に対し
て、鳥取県子どものスポーツ活動ガイドラインの重要性を再度周
知し、指導者に対する研修等の充実を図ること。 

 スポーツ指導者の指導力向上や子どもたちの発達段階に応じた適切な活動等につい
ての理解促進を図るため、中学校、高等学校の部活動指導員や外部指導者、小学生スポ
ーツ指導者等を対象としたスポーツ指導者研修会を年４回開催しており、その中で子
どものスポーツ活動ガイドラインについても必ず周知し、活用を促しているところで
ある。ガイドラインには熱中症への対策や怪我の防止などの安全確保についても盛り
込んでおり、今後も様々な機会を捉えてガイドラインの周知を行っていく。 

（２）炎天下で工事、農作業などを行う場合、以前の感覚で作業をする
のは危険であり、作業・休憩時間、水分補給、気分が悪くなった時
の対応など、今一度、県民に対して強く注意喚起すること。 

 草刈りなど屋外作業の受注が多いシルバー人材センター連合会や暑熱環境での労働
が見込まれる建設業関係団体、商工３団体への注意喚起を行った。 
 また、農業関係者が集まる熱中症対策研修会における対策の周知や、県政 CM をリニ
ューアルし、ハウス内作業中の水分摂取と休憩は２０分おきに行うことなどを盛り込
み注意喚起を行っている。気象庁の３ヶ月予報によると、８月～１０月は平年より高い
気温が見込まれているところであり、基本的な熱中症予防・対策の徹底とともに、単独
作業中での発症や作業後一定時間経過後の発症等実際の事例を踏まえ、関係機関（団
体）を通じて注意喚起を行っていく。 

２ 渇水対策について 
（１）農業における渇水対策として、頭首工等の水利施設について点検

し、土砂の除去などの緊急対策に取り組むこと。 
（２）施設栽培において、蒸散防止や節水につながる遮光ネットやドリ

ップ式散水チューブの導入を支援すること。 

令和７年７月３１日に「渇水対策等緊急事業」を創設したところであり、ポンプ購入・
リースのみならず、取水口まで引水するための堆積土の掘削等の給水に必要な応急対
策についても市町村を通じて支援していく。 

また、令和７年度から、近年の夏季の渇水や高温等による課題を解決するため、野菜

の栽培圃場等における昇温抑制資材、かん水設備について、その実証に要する経費を支

援している。今後も、それらの技術対策を幅広く周知するとともに、ＪＡ及び生産者組

織等の意見を聞きながら、高温期の渇水下においても安定生産が図られるよう支援を

行っていく。 

【令和７年度当初予算】 

・地球温暖化に対応した農業推進事業（野菜暑熱対策）       ７，１３３千円 

【予備費】 

・渇水対策等緊急事業                     １０，０００千円 
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要望項目 左に対する対応方針等 

３ 米の流通状況の調査等について 
（１）県内の米の適正価格と流通量の確保を目指し、県、ＪＡ、全農及

び県内卸事業者で今年産米の価格と流通量に関する協議を行うこ
と。 

（２）米の価格高騰が懸念される中で、無届での違法な庭先買付けを防
ぐため、農林水産省の米穀の出荷又は販売の届出制度について生
産者へ周知すること。 

（３）生産者への米の売却先に関するアンケート調査等により、県内産
米の流通状況を適切に把握すること。 

国は、令和７年８月５日に開催した「米の安定供給等実現関係閣僚会議」において、

今般の米の価格高騰の要因等についての検証結果と今後の方向性について公表し、米

の流通構造の透明性確保のための実態把握や流通の適正化に取り組むとしている。 

 県としても、国の取組を注視するとともに、生産者、ＪＡグループ、卸業者等の意見

を聞きながら、県産米の流通状況、問題点等の把握に努めていく。 

 なお、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律で定められた集荷又は販売の届
け出義務について、関係者への周知徹底を図るなど、米の流通構造実態が十分に把握で
きる制度となるよう、必要に応じて国に要望していく。 

４ 生産コスト増加・米価高騰時の収入保険の補完制度について 
自然災害による農作物への被害には、これまで収入保険への加入

を推奨してきているところ。しかし、前５か年の収入に基づいて補償
される現行の収入保険では、現下の生産コスト増加・米価高騰時には
十分に対応できないため、収入保険を補完する制度について検討す
るよう国に要望すること。 

収入保険制度では、農業者の過去５年間の平均収入を基準収入とし、過去の単位面積

当たり収入に上昇傾向がある場合には、基準収入を上方修正できる「収入上昇傾向特

例」が設けられており、今般の米価上昇による収入の増加も対象となる。 

 また、農業関係団体から収入保険制度がより実効性のあるセーフティネットとなる
よう意見があったことも踏まえ、生産コストの増加に配慮した収入保険制度の拡充に
ついて、令和７年８月に国に要望したところであり、必要に応じて引き続き働きかけて
いく。 

５ 親元就農を含む就農支援の充実について 
親元就農を含む新規就農者の経営継承・拡大を図るため、国の「新

規就農者確保緊急円滑化対策」等の事業を活用するなどして、農業用
機械・施設等の修繕・移設・撤去・導入を支援すること。 

国の「新規就農者確保緊急円滑化対策事業」は、経営継承する新規就農者に対して、
継承する機械・施設等の修繕・移設・撤去の費用も助成対象としているが、成果として
求められる経営規模の増加目標がハードルとなり、現時点で要望は挙がっていない。 

県では、新規就農者の負担軽減を図るため、平成８年度から県独自に機械・施設の導
入支援を開始し、中古の機械・施設を導入する際には必要な修繕費用も助成対象として
おり、親元就農の場合にも、新規就農者と同等の経営リスクを負うと認められる場合に
は同事業で支援している。 

引き続き国事業の活用に向けた要望把握に努めるとともに、県事業を継続し、支援し
ていく。 

【令和７年度当初予算】 

・新規就農者総合支援事業（就農条件整備事業）         ４６，０７３千円 
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要望項目 左に対する対応方針等 

６ トランプ関税交渉の日米合意を踏まえた県内産業対策について 
１５％の対日相互関税をはじめとしたトランプ関税交渉の合意内

容に関して、下請け企業に対する値下げ圧力など県内産業への影響
を把握し、必要に応じて、輸出先の多角化、新たな販路の開拓や雇用
の維持等に向けた対策を講じること。 

トランプ関税の影響について、県内企業への聞取を行うとともに、令和７年８月７日
からの相互関税の発動にあたり、商工団体や金融機関等の産業支援機関等を参集した
会議を開催して状況把握を図り、これらの意見等を踏まえて、地方の産業・雇用に与え
る影響が最小限となるよう、万全な対策の実施を令和７年８月に国に要望したところ
である。 

さらに、トランプ関税が新たなステージに移行したことを踏まえ、これまでの支援策
を拡充して、資金繰り支援、新市場開拓・サプライチェーン再構築支援及び設備投資支
援によるパッケージの支援策を９月補正予算案において検討している。 

【９月補正】 

・日米関税交渉合意を受けた県版セーフティネット構築事業（米国関税対策のための緊
急融資事業）               ５２，０６６千円（融資枠：８０億円） 

・米国関税対策緊急支援事業                 １００，０００千円 

・新市場開拓・サプライチェーン再構築に向けたサポート体制強化事業 

３３，０００千円 

・県産日本酒緊急支援事業（新市場等販路開拓プロモーション強化事業） 

３，０００千円 

・産業未来共創事業（成長・規模拡大型、一般投資型）          制度改正 

７ 最低賃金の周知と賃上げ可能な県内経済の実現について 
今年、鳥取県を含め、全国で最低賃金が１，０００円を超える見込

み。大きな節目となるため、改めて最低賃金について広く周知するこ
と。 
また、県内における最低賃金の確実な実現を図るため、賃上げを行

う事業者への補助制度等について、最低賃金の引上げの影響を受け
る県内の多くの事業者が活用できるよう対象事業を拡大すること。 

令和７年８月に鳥取県地方最低賃金審議会は令和 7 年度の鳥取県の最低賃金を現在
の９５７円から７３円（７．６３％）増額し、１，０３０円とすることを鳥取労働局長
へ答申した。 

改定後の最低賃金について、新聞折込みチラシ、新聞広告、県の広報媒体等を活用し、
県内事業者・県民に広く周知徹底を図る。また、労働局と連携し最低賃金の遵守につい
て通知するとともに、最低賃金の引上げを後押しする国と県の支援策を案内し、活用を
促していく。 

なお、賃上げに係る支援については、令和６年度１１月補正予算（令和７年度繰越執
行）において、小規模企業者等が活用しやすいよう対象企業を拡充した結果、今年度の
認定件数（７月末時点で１９４件）は、前年度の認定件数（１５４件）を既に上回って
おり、多くの事業者に活用いただいている。１０月の最低賃金改定に合わせてさらに申
請数の増加が見込まれるため、９月補正予算案において、増額と延長を検討している。 

今後も国の動きを踏まえながら、必要な対策を講じていく。 

【９月補正】 

・賃上げ・価格適正化総合対策事業              １００，０００千円 
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要望項目 左に対する対応方針等 

８ 県内の人材確保対策について  
（１）高校生・大学生及び保護者、並びに一般求職者向けのオンライン

を併用したキャリアセミナーの充実等を図るとともに、鳥取県で
働いた場合の家賃や通勤時間を含む経済的・時間的なメリットに
ついても積極的に発信し、地元就職の魅力発信を一層推進するこ
と。 

高校生向けには、校内での企業出前講座や「とっとりデジタル教材」の活用などのふ
るさとキャリア教育を通じ、対面・オンラインで地元就職を含めたキャリア選択を涵養
していく。 

また、県内高等教育機関には、低学年次から行う県内企業の魅力を伝えるキャリアプ
ログラムの実施を支援するとともに、１２月には県内の経営者や若手社員が県内外の
大学生・保護者と交流し県内で働く魅力を伝える「とっとり若者×産学交流フェス」や
保護者向け就活応援セミナーを開催するほか、一般求職者に向けては就職準備支援セ
ミナーを行うとともに、キャリアシフト希望者向けオンライン合同企業説明会にて鳥
取県での新しい働き方や移住・就職するメリットに関するセミナーを実施することと
している。 

加えて、現在、とっとりデジタル教材で本県の住みやすさ（就業率、経済的豊かさ、
通勤時間等）を紹介しているほか、ファイナンシャルプランナーによる鳥取暮らしのメ
リットを発信する出前講座を県内高校・大学等で実施しており、今後、実施校の更なる
増加に努めていく。あわせて、鳥取県内で働いた場合の可処分所得や可処分時間の豊か
さについて、引き続き移住イベント等でＰＲするなど、今後も様々な機会を捉えて、鳥
取県で働くことや暮らすことの魅力を積極的に発信し、県内の人材確保につなげてい
く。 
【令和７年度当初予算】 

・若者から選ばれるとっとり創造事業（「とっとり若者×産学交流ＦＥＳ」開催事業） 

６，０００千円 

・官学連携による地域未来共創事業（県内企業等と連携した学生の県内定着支援） 

８，０００千円 

・小中高校生への地元定着促進事業               ２７，０５０千円 

（２）介護士、保育士の処遇改善状況について、求職者に伝わり切って
おらず、人材不足の解消に十分に繋がっていないと考えられるた
め、処遇改善策について求職者を中心に積極的にＰＲすること。ま
た、離職原因を取り除く施策についても一層推進すること。 

介護士の処遇改善状況については、ハローワークや福祉人材センターと連携して、就
職フェアなどの機会をとらえて、求職者に周知をしていく。 
また、職員の定着を促進するため、テクノロジー機器の導入などによる職員負担軽減

や職場環境改善に取り組む事業者を引き続き支援していく。 

保育士の処遇改善については、保育士・保育所支援センターのマッチング支援時や、
保育の就職フェア、中高生向けの保育のお仕事体験、保育士養成校への訪問時等、様々
な機会をとらえ、特に求職者に対して最新の情報が伝わるよう、積極的に PR すること
により保育人材確保に繋げていく。 

また、保育士の離職理由は、「職場の人間関係」が多いことから、専門家による就職
後の悩み相談窓口設置や、エルダー・メンター制度の普及促進により、さらに働きやす
い環境づくりを行うことで、離職を防止し職員の定着に繋げていく。 
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要望項目 左に対する対応方針等 

（３）２年連続の教員採用不足を克服すべく、教員採用予定者の辞退減
少に向けて、採用予定者への働きかけを強化すること。また、若年
世代の早期退職を防止するため、校内連携の強化を図ること。 

鳥取県で教員になることや鳥取の生活等に対して具体的なイメージを持ってもらう

ため、令和６年度は「とっとり教採アンバサダー」（志願者目線で情報発信するため、

県外新卒者を含む新規採用教員を委嘱）も参加の上、関西２箇所で合格者懇談会「TTG

（Tottori Teachers Greeting）」を実施した。その結果、参加者の８２．６％が本県教

員に採用となったところであり、本年度も同様の取組を実施し、教員採用予定者の辞退

減少対策を進めていく。 

 また、新規採用教職員全員を対象に健康相談を実施し、不調の早期発見・対応へつな
げることで早めの回復を図っており、引き続き病休取得者の減少と離職防止対策を進
めていくとともに、学校管理職等を対象に労働安全衛生等に関する研修を実施するな
ど、安心・安全で働きやすい職場環境の構築に向け、校内体制の強化を図っていく。 

９ 高速バス・東京直行便の復活について 
首都圏から鳥取県内への誘客等に向けて、多様な交通手段を確保

し利用者の利便性を高めるために、東京直行バス（キャメル号）の復
活に向けて、鳥取市、倉吉市などと連携し、バス事業者に働きかける
こと。 

東京直行バスの運行については、中部地区行政振興協議会からも本年７月に要望い
ただいており、県としては、関係市町村の声を伺い、一緒になってバス事業者への働き
かけを行っていく。 

１０ 百日咳対策について 
全国に先行して、昨年半ばから県内の患者数が急増している百日

咳について、子育て世代を中心に感染予防の意識啓発を図るととも
に、生後２か月から可能となっているワクチン接種を改めて勧奨す
ること。 

 令和６年の夏以降、本県において小中学生を中心に百日咳の流行が継続している状
況等を踏まえ、市町村、医療機関、学校等を通じて、注意喚起とワクチンの対象月齢に
達した乳児への早期接種の呼びかけをお願いしているが、こうした取組に加え、子育て
王国とっとりアプリを活用した子育て世代への直接的な情報発信等により、特に乳児
のいる家庭等での感染予防対策の徹底について注意喚起を行っていく。 
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要望項目 左に対する対応方針等 

１１ 点字ブロック点検等について 
（１）国交省ガイドライン遵守について 

点字ブロックについて、国交省のガイドラインでは、「最短距離で
目的地に辿り着けるよう誘導するために連続的かつ極力直線的に敷
設する」とされているが、県西部の交差点などで「曲がっている箇所」
が多く見受けられる。 
（具体例）・米子駅～ハーベストイン米子ホテル交差点 

・鳥取大学医学部附属病院前歩道 
・水木しげるロード内 

また、「容易に識別できる色とする」とガイドラインに示されてい
るが、周囲の舗装と点字ブロックの輝度比が十分に確保されていな
い箇所もあり、早急に点検を行うこと。 

（２）日常的な点検とＰＲの強化、歩行訓練について 
点字ブロックを安全に歩行できるよう、点字ブロックの点検や不

適切設置事例の周知、点字ブロックの周囲に自転車などを置かない
などのマナー向上の取組とあわせて、専門家による歩行訓練を生活
訓練の中に取り入れること。 

視覚障がい当事者の声などを踏まえ、点字ブロックの不具合等への対策を協議する
ため、当事者団体、設置者等による点字ブロック点検に係る連携会議を令和６年度より
開催し、今年度、各設置者による点字ブロックの敷設状況の一斉点検を、例示の箇所も
含めて実施することとしており、点検等により見つかった不具合箇所の修繕等に係る
経費を９月補正予算案において検討している。 
また、昨年度から「あいサポート運動ハンドブック」に点字ブロックに関する内容を

追加し、点字ブロック上に物を置かないこと等の意識啓発を図っているが、加えて、今
年度は点字ブロック一斉点検の呼びかけとあわせて、県民への視覚障がい及び点字ブ
ロックへの理解促進に向けた普及啓発を行うことについても９月補正予算案において
検討している。 
なお、歩行訓練については、鳥取県ライトハウス点字図書館への生活訓練の委託事業

で有資格の専門家を活用して実施しているところであり、今後も訓練ニーズに応えら
れる事業実施に努めていく。 
【９月補正】 
・点字ブロック安心歩行環境整備事業              １４，２６５千円 

１２ 犯罪から県民を守る対策について 
犯罪から県民を守る緊急対策事業補助金の「防犯カメラ」等の購入

補助の対象について、高齢者世帯の住宅に限らず、一人暮らしの女性
住宅についても支援対象とするよう、補助制度の拡充を検討するこ
と。 

「犯罪から県民を守る緊急対策事業」については、相次いで発生した強盗事件が社会
問題化し、特に高齢者世帯が狙われやすい傾向にあったことから、令和６年度１１月補
正予算において高齢者を対象として緊急的に県事業として予算化したところである。 
令和７年度は市町村への間接補助事業として実施していることから、市町村や県防

犯連合会などから支援の対象範囲などについて意見を伺ってみたい。 
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要望項目 左に対する対応方針等 

１３ ＳＮＳによる差別事象への対策強化について 
参議院議員選挙ではＳＮＳ上で差別意識によると見られる投稿が

多数発信・拡散され、インターネット空間を介して多くの県民の差別
意識に影響を与えた可能性がある。改めてＳＮＳをはじめとしたイ
ンターネット上の差別事象に対処すべく、国に新たな制度創設等の
対策を求めるとともに、県内においても対策を推進すること。 

ＳＮＳ上での誹謗中傷、虚偽情報の拡散など選挙の公正を害するインターネットの
不法利用等に対する罰則の新設、プラットフォーム事業者の責任の明確化や選挙時の
ＳＮＳ広告収入停止等の措置の検討など、選挙における適切なインターネット等の利
用に向けた見直しを国等に対して要望しているところであり、引き続き働きかけてい
く。 

また、令和７年４月に「特定電気通信による情報の流通によって発生する権利侵害等
への対処に関する法律（情報流通プラットフォーム対処法）」が施行され、インターネ
ット上の違法・有害情報に対する削除対応の迅速化及び運用状況の透明化が大規模プ
ラットフォーム事業者に義務づけられたが、本県は事業者が作成する削除基準への国
による指導監督等を国に対して要望しており、引き続きより実効性のある対応を求め
ていく。 

さらに、今年度、情報をバランスよく摂取する大切さを「食」に例えて、県民にわか
りやすく伝える「情報的健康とっとりプロジェクト」を立ち上げており、今後、情報を
適切に見極める意識の大切さを普及啓発する取組を本格化することとしているが、急
速に高まるネット空間のリスクから幅広く県民を守るため、啓発活動をさらに強化・拡
充する事業を９月補正予算で検討している。 

【９月補正】 

・情報的健康による偽・誤情報対策事業              ６，０００千円 

１４ 大規模風力発電事業の立地町との連携について 
（１）鳥取西部風力発電事業について、計画予定地の立地町と綿密な連

携を図り、必要な情報提供等を行うこと。 
（２）林地開発許可等の法手続きにおいて定められた地元同意につい

て、地元の意向が反映されるよう、立地町と連携すること。 
（３）環境アセスメントにおいて県が指摘した事項への事業者の対応

状況については、立地町の住民に対して十分に周知すること。 

県はこれまでも必要に応じて地元自治体に情報提供を行ってきたところであり、今

後も事業の進捗に合わせて、地元自治体と連携を図りながら情報提供を行っていく。 

また、地元調整は地域の自治体や関係者が主体的に行う事項だが、立地町から林地開

発手続き等で相談があれば県は許認可権者として適切に対応していく。 

環境影響評価法において事業者は住民意見や知事意見等に対する見解を含む図書を
作成し、公告・縦覧するとともに、住民説明会により事業内容や環境に対する影響等を
周知することが義務付けられている。県では環境影響評価審査会において住民意見、知
事意見等に対する事業者の対応や住民への説明・周知が適正に行われているかを確認
していく。 

 

 


